第１９章　教育
学校の概況
　大阪府における状況を学校基本調査（昭和58年５月１日現在調べ）からみると、学校数は前年より36校増加の3211校である。これを学校種別にみると幼稚園941園（２園減）、小学校1048校（7校増）、中学校493校（4校増）、高等学校274校（15校増）、大学34校、短期大学39校（１校減）、高等専門学校１校、盲・聾・養護学校36校（1校増）、専修学校172校（８校増）、各種学校173校（10校減）となっている。
幼稚園　
　幼稚園数は前年に比べ、２園（新設公立２園　私立４園、廃園公立６園　私立２園）となった。園児数は4119人減少し、16万6491人となり、昭和53年より６年連続の減少である。また、就園率（幼稚園修了者数を小学校１学年児童数で割る）は、前年に比べ0.8ポイント減少の76.5パーセントとなった。本務教員数は7391人で前年に比べ73人の減少である。本務教員１人当たりの園児数は、22.5人（前年22.9人）である。
小学校　
　学校数は、1048校で前年に比べ７校（新設公立７校）の増加である。児童数は前年に比べ３万844人減少の86万8369人（対前年増加率マイナス3.4パーセント）となっている。本務教員数は572人減の３万2310人であり、本務教員１人当たりの児童数は、26.9人（前年27.3人）である。
中学校　
　学校数は、493校で前年に比べ18校（新設公立16校､私立２校）の増加である。生徒数は前年に比べ9473人増（2.2パーセント）の44万3352人となった。本務教員数は２万114人で前年に比べ410人の増加であり、本務教員１人当たりの生徒数は22.0人（前年22.0人）である。
高等学校
　学校数は、274校で前年に比べ15校（新設公立10校､私立５校）の増加である。生徒数は、１万4313人増加（4.2パーセント）し、35万6275人となった。学科別では、普通科29万3594人（構成比82.4パーセント）、工業科３万1684人（同8.9パーセント）、商業科２万3804人（同6.7パーセント）、農業科1760人（同0.5パーセント）、家庭科1466人（同0.4パーセント）、厚生科488人（同0.1パーセント）、その他3479人（同1.0パーセント）となっている。本務教員数は、１万7554人で前年に比べ547人の増加であり、本務教員１人当たりの生徒数は20.3人（前年20.1人）である。
盲・聾・養護学校
　学校数は、盲学校２校、聾学校４校、養護学校30校で前年に比べ１校（養護学校）の増加である。幼児・児童・生徒数は、168人増の6284人（盲学校515人、聾学校871人、養護学校4898人）となった。
　本務教員数は99人増の2245人（盲学校221人､聾学校324人、養護学校1700人）となっている。
専修学校
　学校数は、172校で前年に比べ８校の増加である。生徒数は５万3396人で4678人の増加である。本務教員数も106人増加の1897人となった。また、本務教員１人当たりの生徒数は28.1人（前年27.2人）である。
各種学校
　学校数は、173校で前年に比べ10校減少した。生徒数は1017人 減少で３万9514人となっている。本務教員数も64人減の1152 人となった。また、本務教員１人当たりの生徒数は34.3人（前年33.3人）である。
卒業後の進路状況
中学校　
　卒業者総数は、前年に比べ２万3492人（20.2パーセント）増加して13万9689人となった。
　これを進路別にみると、進学者（就職進学者を含む）は13万252人（構成比93.2パーセント）、教育訓練機関等入学者（就職入学者を含む）3952人（同2.8パーセント）、就職者（就職しつつ進学等している者を除く）4567人（同3.3パーセント）、無業者･死亡･不詳918人（同0.7パーセント）となっている。
高等学校
　卒業者総数は、前年に比べ7786人（7.6パーセント）増加して10万9845人となった。
　これを進路別にみると、進学者（就職進学者を含む）は３万7763人（構成比34.3パーセント）で、前年に比べ763人の増加である。教育訓練機関等入学者（就職入学者を含む）は２万9082 人（同26.5パーセント）で前年に比べ5015人の増加、就職者（就職しつつ進学等している者を除く）は３万6271人（同33.0パーセント）で1780人の増加、無業者・死亡・不詳は6829人（同6.2パーセント）で228人増加している。
　就職者（進学者、教育訓練機関等入学者のうち就職している者を含む）は、３万7008人で、前年に比べ、1813人の増加である。
　これを産業別にみると、製造業に１万2075人（構成比32.6パーセント）、卸売業・小売業に１万1 977人（同32.4パーセント）となっており、この２業種だけで全体の65.0パーセントを占めている。以下、サービス業4421人（同11.9パーセント）、金融･保険業2785人（同7.5パーセント）、運輸･通信業1448人（同3.9パーセント）、公務1456人（同3.9パーセント）等となっている。
　職業別では、事務従事者が１万4555人（構成比39.3パーセント）と最も多く、次いで技能工・生産工程作業者9566人（同25.8パーセント）、販売従事者7041人（同19.0パーセント）となっており、この３業種で84.2パーセントを占めている。
